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Ⅰ　問題の背景と研究目的

　企業が競争激化や低成長下で新たな工夫を創出
するためには、従来にも増して組織力の強化が求
められる。組織力は個々の能力や、それらをつな
ぐ “協力” によって向上する。組織内の協力は個
人間・集団間で行われるが、最も基本的な協力は

上司と部下との間で行われる。そうしたことから
も、上司・部下間の協力に影響する要因を解明す
る必要がある。本稿では、特に、近年、多くの企
業で導入されている成果主義が、上司・部下間の
協力に対してどのような影響を及ぼすのかを明ら
かにしたい。

This study conducted a Web-based survey to investigate the relationship between a performance-based 
system, which many companies in Japan have introduced, and the collaborative relationship between 
corporate managers and their subordinates. Performance-based policies were divided into those with 
aspects of “goal-sharing arrangements” and those with aspects of “compensation systems” in this study. 
Then, we consider the impact that each aspect has, as a social exchange, on the collaboration between 
a superior and his/her subordinate.
“Goal-sharing arrangements” have a positive impact on the collaboration between superiors and 
subordinates, but “compensation systems” do not. Moreover, “goal-sharing arrangements” have positive 
impacts on conflict-resolution style where a superior and subordinate work together to solve problems, 
and on superior/subordinate collaboration. Conflict-resolution style, by itself, have a positive impact on 
superior/subordinate collaboration. This shows that goal-sharing is an integral part of the systemic 
arrangement to facilitate “cooperation” between a superior and subordinate, while compensation 
systems are not. With the growing importance of collaboration with partners outside a firm, studying 
the collaborative relationship on enterprise boundaries is a remaining issue, in the future. 

Key words：  results-oriented, management by objectives, social exchange theory, leader member 
exchange (LMX), cooperation  
成果主義、目標管理、社会的交換、LMX理論、協力
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びつけられていれば、上司と部下の協力関係は強
まるであろう。
　そこで、本稿では以下の仮説を設定する。

【仮説１】  賃金・処遇制度としての成果主義

と上司・部下間の協力の強さに関

連はなく、目標統合の方法として

の成果主義は上司・部下間の協力

に正の影響を与える

　上司と部下の関係が協力的であるかそうでない
かは、相互の関係にコンフリクトが発生した際に、
より端的に表面化するであろう。
　その際に、「賃金・処遇制度としての成果主義」
は、コンフリクト解消スタイルに対する影響とし
て、中立であると考えられる。しかし、上司と部
下が同一の問題に焦点を合わせるための方策とし
ての、「目標共有の側面としての成果主義」は、
問題直面型のコンフリクト解消スタイルを促進す
るであろうと考えられる。

【仮説２】  目標共有の側面としての成果主義

は問題直面型のコンフリクト解消

スタイルに正の影響を与える

　お互いの間に横たわる問題を直視して解決を行
う姿勢からは、協力的な関係が発展し得るであろ
う。組織開発の古典的手法であるマネジリアル・
グリッド（Blake & Mouton, 1964, 1968）の考え
かたに従えば、最良のリーダーシップ・スタイル
は9・9型のリーダーシップ・スタイルである。9・
9型のリーダーは、問題を正面から直視し、根本的
な解決策を探そうとする姿勢を取るが、このよう
に問題を直視することによって、解決すべき問題
について、上司と部下が正面から向き合うことに
よって協力の度合を強めることができるであろう。

【仮説３】  問題直面型のコンフリクト解消ス

タイルは上司・部下の協力に正の

影響を与える

２．調査方法

対象

　web調査を用いて、対象者条件に適合したモニ
ターから統計的な就業者数の性年代比率に合致す
るように選択したランダムなサンプルを700件抽
出した。

Ⅱ　 “成果主義の２つの側面”と社会

的交換としての“協力”

　歴史的にみると、成果主義は目標管理制度をそ
の前身としている。Drucker（1954）は、目標
による管理を、マネジメントの階層や機能の違い
から生ずる間違った方向づけを避け、手続きの公
正さを確保する手段として活用できるものである
としていた。これは、“目標統合の方法としての
成果主義の側面” である。一方で、成果主義を金
銭的報酬の仕組として捉えると、すなわち “賃金・
処遇制度としての成果主義の側面” に注目する
と、金銭的報酬が期待されるほどの効果を上げて
いないとの報告はすでに1950年代から存在して
いる（Whyte, 1955）。
　幸田（2010, 2011）が指摘してきたように、
成果主義的施策には、“目標統合の方法としての
成果主義の側面” と、“報酬・処遇制度としての成
果主義の側面” がみられる。本論文においてはこ
の2つの側面を分離して扱うこととする。
　協力については様々な視点からのアプローチが
考えられるが、本稿では上司・部下の協力関係を
社会的な交換の一形態としてとらえるLMX（Leader 
Member Exchange）理論（Graen, Novak & Sommer 
kamp, 1982; Scandura & Graen, 1984; Graen & 
Uhl-Bien , 1995; Schriesheim, Castro & Cogliser, 
1999など）に基づく分析枠組を用いることによっ
て、“経営組織” という場における “協力” という社
会的行動を分析する。

Ⅲ　“成果主義”と“上司・部下間の協力”

１．調査目的

　成果主義を２つの側面に分けて考えた場合、金
銭的報酬は期待されたほどの効果を上げないとい
うことからも、賃金・処遇制度としての成果主義
的な制度の導入は、上下の協力の強化にはつなが
らないと考えられる。
　それに対して、Drucker（1954）が示すよう
なかたちで上司と部下の目標が統合されており、
目標を共有することによって互いの “仕事” が結
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て3項目の合計9項目が用いられた。これら9項目
の信頼性係数（クロンバックのα係数）はα=.742
であった。
目標共有の側面としての成果主義

　目標共有の側面としての成果主義に関する項目
は、資産特殊的な関係についての質問項目を因子
分析によって整理し、さらに、その中から目標共
有にふさわしい内容のものを使用した。因子分析
に使用された項目は、以下の3種類の出所から選
択された。①高橋（1993）による、少しずつ改
訂を加えながら続けられた継続的・包括的な研究
で用いられた項目のなかから目標に関連する項
目、②幸田（2009, 2010, 2011）の研究に使用
された企業風土調査のための項目から目標に関連

尺度

　本稿では、「上司・部下間の協力」「賃金・処遇
制度の側面としての成果主義」「目標共有の側面
としての成果主義」「問題直面型コンフリクト解
消スタイル」という4つの変数を扱うことになる。
それぞれの変数に関して5件法による質問項目を
作成し、分析に使用した。その手順は以下のとお
りである。
上司・部下間の協力

　上司・部下間の協力については、上司と部下と
の 関 係 を 社 会 的 交 換 と し て と ら え るLeader-
Member Exchange（LMX）による尺度を中心に
構成した。Graen, Novak & Sommerkamp（1982）
により開発されて以来、細かい改変を重ねながら
用いられ続けているLMX-7を和訳し、Liden & 
Maslyn（1998）の開発した尺度から、部下の側
から上司への協力を測定している3項目を和訳し
て追加したものを因子分析によって整理し直して
使用した。
　従属変数となる、上司・部下間の協力について、
質問項目を因子分析により整理した。
　まず、主因子法で次元分解を行い、その後に、
因子数を変えながらプロマックス回転を行った。
　単一の因子に対して.40以上の負荷量を持つ項
目を残して、因子分析を繰り返したところ、因子
の解釈可能性と単純構造の観点から3因子構造を
仮定することが妥当であると考えられた。（表１）
　ただし、最終的に残った10項目すべての信頼
性係数（クロンバックのα係数）はα=.895 であ
り、信頼性係数の高さを根拠に、LMXを単一次
元として捉えるべきであると主張するGraen & 
Uhl-Bien（1995）の結論に一致する値となった。
そのために、本稿では、Uhl-Bien（1995）に従い、
LMXを単一次元として扱うこととした。
賃金・処遇制度の側面としての成果主義

　賃金・処遇制度の側面としての成果主義に関す
る項目は事実関係を問うための項目により構成し
た。正亀（2008）による成果主義に関する調査
で使用されたYes・Noを問う2点尺度の項目を5点
尺度に修正したものを使用した。成果主義による
処遇の格差に関する質問項目が3項目、基本給の
決定要素に関して3項目、賞与の決定要素に関し

1 2 3

あなたが困難な状況に立たされた場
合、上司は自らを犠牲にしてまであな
たを救済してくれると思う。

0.055 -0.026

あなたが仕事上の問題を解決するの
を助けるために、あなたの上司は個
人的に力を注いでくれる。

0.211 0.007

あなたは上司のために全力を尽くし
たいとは思わない。（逆転項目）

-0.147 -0.038

あなたは、あなたの上司が不在のとき
にも、上司の決定を支持したり擁護し
ようと思う。

0.314 0.018

あなたが自分の職務を遂行するうえ
で、上司のサポートが欠かせない場
合、そのサポートが、いつも十分に得
られる。

0.089 0.043

あなたの上司は、あなたの能力を信
頼している。

0.791 -0.04

あなたは上司と協調して仕事ができ
ており、たいていの場合、何をすれば
上司が満足するのかを理解してい
る。

0.767 0.119

あなたの上司は、あなたの仕事上の
問題とニーズをよく理解している。

0.634 0.042

上司の業務上の目標を達成するため
には、あなたは要求されているよりも
多くの自発的な努力をささげたいと
思っている。

-0.148 0.829

あなたは職務上定められている範囲
を超えて、上司のためによく働いてい
ると思う。

0.851

0.698

0.56

0.536

0.529

0.034

-0.116

0.196

0.235

-0.262 0.322 0.616

1 2 3
1 ― 0.757 0.613
2 ― 0.658
3 ―

N=700
逆転項目については逆転済の得点を使用

因子間相関

表１　 上司と部下の協力の測定に使用する質問の

因子分析結果（ﾊﾟﾀｰﾝ行列）
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３．結果

仮説１

　「賃金・処遇制度の側面としての成果主義」と「目
標共有の側面としての成果主義」のそれぞれを3
分割した3×3の2要因で分類した結果は表２のと
おりである。

　「賃金・処遇制度の側面としての成果主義」と「目
標共有の側面としての成果主義」の2つを独立変
数、「上司・部下間の協力」を従属変数とした3
×3の2要因の分散分析を行った。
　分散分析を行なったところ、「賃金・処遇制度
の側面としての成果主義」については有意な結果
は得られなかった（F（2, 691）=.93, ns.）。しかし、

「目標共有の側面としての成果主義」については
有 意 な 分 散 分 析 結 果 が 得 ら れ た（F（2, 691）
=62.67, p<.001）。
　交互作用が有意でなく（F（4, 691）=2.25, ns.）、

「目標共有の側面としての成果主義」についての
影響が有意であったために、「目標共有の側面と
しての成果主義」についての詳細を確認するため
に多重比較を行った。その結果、「目標共有の側
面としての成果主義」については低群、中群、高
群すべての間でp<.001で有意差があった。
　以上により、仮説１は支持された。
仮説２

　「問題直面型のコンフリクト解消スタイル」の
値を尺度得点として「賃金・処遇制度の側面とし
ての成果主義」と「目標共有の側面としての成果
主義」のそれぞれを3分割した3×3の2要因で分
類した結果は表３のとおりである。

する項目、③今回の調査で新たに設定された項目
の3種類である。これらを併せて因子分析による
整理を行い、同一の因子として確認されたものの
なかから目標に関連する項目を選択することに
よって行われた。その結果、高橋（1993）によ
る3項目が最終的に使用されることとなった。こ
れら3項目の信頼性係数（クロンバックのα係数）
はα=.792であった。
コンフリクト解消スタイル

　コンフリクト解消スタイルについては、Blake 
& Mouton（1964）による、上司・部下の間での
コンフリクト解消のスタイルの5つの特性を項目
化して使用した。
分析手順

　「上司・部下間の協力」を構成する10項目の平
均得点を尺度得点として上司・部下間の協力の度
合を測定した。コンフリクト発生時に取られるコ
ンフリクト解消スタイルが、問題直面型コンフリ
クト解消スタイルであるか否かについては、単一
の項目により測定した。
　仮説１を検証するために、「上司・部下間の協力」
の値に関して、「賃金・処遇制度の側面としての
成果主義」と「目標共有の側面としての成果主義」
の2要因による分散分析を行なった。それぞれの
要因は、平均値を中心に標準偏差の±1/2の値を
切れ目として3分割して比較した。
　また、仮説２を検証するために、「問題直面型
のコンフリクト解消スタイル」の値に関して、同
様に「賃金・処遇制度の側面としての成果主義」
と「目標共有の側面としての成果主義」の2要因
による分散分析を行なった。仮説１の場合と同様
に、平均値を中心に標準偏差の±1/2の値を切れ
目として３分割して比較した。
　仮説３を検証するために、「上司・部下間の協力」
の値に関して、「問題直面型のコンフリクト解消
スタイル」の度合いの違いによる一元配置の分散
分析を行なった。「問題直面型のコンフリクト解
消スタイル」を低群・中群・高群に3分割し、「上
司・部下間の協力」の平均値の差を検定した。分
割は、協力の度合の平均値を中心に標準偏差の±
1/2の値を切れ目として低群・中群・高群に分類
した。

表２　 成果主義の２側面と上司・部下間の協力の

平均値(SD)

賃金・処遇制度としての側面
目標共有の側面 低 中 高

低 2.60(.66) 2.61(.69) 2.58(.65)
N=90 N=56 N=21

中 2.99(.59) 3.11(.43) 2.93(.67)
N=80 N=178 N=76

高 3.64(.98) 3.32(.62) 3.42(.69)
N=25 N=68 N=106

 N=700
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　その結果、すべての群間でp<.001の有意差が
みられた。
　以上により、仮説３は支持された。

Ⅳ　考察と展望

１．“成果主義”と“上司・部下間の協力”との関係

　本研究では、
【仮説１】  賃金・処遇制度としての成果主義

と上司・部下間の協力の強さに関

連はなく、目標統合の方法として

の成果主義は上司・部下間の協力

に正の影響を与える

【仮説２】  目標共有の側面としての成果主義

は問題直面型のコンフリクト解消

スタイルに正の影響を与える

【仮説３】  問題直面型のコンフリクト解消ス

タイルは上司・部下の協力に正の

影響を与える

　のすべての仮説が支持された。
　そこで、これらの関係について共分散構造分析
を行なった。各変数間の標準化係数および「賃金・
処遇制度の側面としての成果主義」と「上司・部
下間の協力」との相関係数は、図１のとおりであ
る。標準誤差および各質問項目の係数は省略して
いる。
　「目標共有の側面としての成果主義」から「目
標共有の側面としての成果主義」へp<.001で有
意なパスがみられたほか、「目標共有の側面とし
ての成果主義」から「問題直面型のコンフリクト
解消スタイル」へと、「問題直面型のコンフリク
ト解消スタイル」から「上司・部下間の協力」に

　分散分析を行なったところ、「賃金・処遇制度
の側面としての成果主義」については有意な結果
は得られなかった（F（2, 691）=.05, ns.）。しかし、

「目標共有の側面としての成果主義」については
有 意 な 分 散 分 析 結 果 が 得 ら れ た（F（2, 691）
=26.20, p<.001）。
　交互作用が有意でなく（F（4, 691）=1.93, ns.）、

「目標共有の側面としての成果主義」についての
影響が有意であったために、「目標共有の側面と
しての成果主義」についての詳細を確認するため
に多重比較を行った結果、「目標共有の側面とし
ての成果主義」については低群、中群、高群すべ
ての間でp<.001で有意差があった。
　以上により、仮説２は支持された。
仮説３

　それぞれのセルにおける上司・部下間の協力の
平均値と標準偏差は以下のとおりである。（表４）

　分散分析の結果はF（2, 697）=94.82, p<.001
で有意であった。
　そこで、多重比較を行い、個々の群間における
平均値の差を検定した。（表５）

表４　 直面型コンフリクト解消と上司・部下間の

協力の平均値(SD)

表５　 直面型コンフリクト解消の度合による上

司・部下間の協力の得点差(多重比較)

表３　 成果主義の２側面と直面型コンフリクト解

消の平均値(SD)

上司・部下間の協力

平均 標準偏差 N

低 2.56 .86 126

中 2.95 .45 356

高 3.46 .67 218

 N=700

解
消
ス
タ
イ
ル

コ
ン
フ
リ
ク
ト

問
題
直
面
型

賃金・処遇制度としての側面
目標共有の側面 低 中 高

低 2.70(1.01) 2.95(  .92) 2.52(1.08)
N=90 N=56 N=21

中 3.14(  .79) 3.15(  .58) 3.22(  .95)
N=80 N=178 N=76

高 3.56(1.23) 3.35(  .89) 3.61(  .94)
N=25 N=68 N=106

 N=700

平均値の得点差

低 中 高

低 ― .39*** .90***

中 ― .51***

高 ―

***:p<.001  N=700

解
消
ス
タ
イ
ル

コ
ン
フ
リ
ク
ト

問
題
直
面
型
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田（2011）における、上司から部下への下方支
援に関する調査結果から予測されたことであった
が、今回、全く別のサンプルに対して、全く別の
質問項目を用い、全く別の手法による検証を行っ
たことで、より確実なものになったと考えられる。
　こうしたことから、本稿では、産業界に対して、

「賃金・処遇制度としての成果主義」と「目標共
有の仕組としての成果主義」を切り分けて考える
ことを提唱する。
　そうしたうえで、成果主義を構成するもうひと
つの要素である目標共有の仕組としての成果主義
が、上司・部下間の協力に対して正の影響を与え
る可能性に注目したい。
　幸田・加藤（2012）により行われたインタビュー
調査では、多くの企業では、下から目標が積み上
がってくるのに対して、役員から目標設定を時系
列に従って下方に降ろしていくことで、従来に比
して、目標達成に向けた組織の力の結集が円滑に

対して、それぞれp<.001で有意なパスがみられ
た。「賃金・処遇制度の側面としての成果主義」
から「上司・部下間の協力」に対しては有意では
なかった。

２．含意

　本研究では、成果主義を賃金・処遇制度として
の成果主義と、目標共有の仕組としての成果主義
に２分し、上司・部下間における協力への影響を
検討した。このような視点を取り入れることに
よって、本稿は、産業界および従来の議論に対し
て少なからぬ貢献をしたと考えられる。
　「賃金・処遇制度の側面としての成果主義」と「目
標 共 有 の 側 面 と し て の 成 果 主 義 」 と の 間 に
p<.001で有意な相関があり、このことが外見的
に、「賃金・処遇制度の側面としての成果主義」
と「上司・部下間の協力」との関連性を印象づけ
ることになり得ると考えられる。このことは、幸

図１　成果主義の２つの側面とコンフリクト解消スタイルおよび上司・部下の協力
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［抄録］

　多くの企業で導入されている成果主義と、上司・部下間の協力との関係を調べるために、web調査を
用いたアンケート調査を行った。成果主義的施策を、“目標共有の仕組としての側面”と“報酬・処遇制
度としての側面”とに分けて考え、それぞれの側面が社会的交換としての上司・部下間の協力に及ぼす
影響を検討した。
　“目標共有の仕組としての側面”は上司・部下間の協力に対して正の方向に影響を及ぼすが、“報酬・
処遇制度としての側面”は有意ではなかった。さらに“目標共有の仕組としての側面”は、上司・部下間
で問題を直視するようなコンフリクト解消スタイルに正の方向に影響を及ぼし、そのようなコンフリク
ト解消スタイルが上司・部下間の協力に対して正の方向で影響を及ぼしていた。こうしたことから上司
と部下の“協力”を支える制度的な仕組は目標共有の仕組であって、賃金や処遇制度ではないことが明ら
かになった。社外の取引先や協業相手との協力がより重要になっているなかで、今後は、企業境界にお
ける協力関係についても明らかにすることが課題として残された。


